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資料１ 

 
   

裁判の迅速化に関する法律 〔平成十五年七月十六日号外法律第百七号〕 

 

（目的） 

第一条 この法律は、司法を通じて権利利益が適切に実現されることその他の求められる役割を司法

が十全に果たすために公正かつ適正で充実した手続の下で裁判が迅速に行われることが不可欠であ

ること、内外の社会経済情勢等の変化に伴い、裁判がより迅速に行われることについての国民の要

請にこたえることが緊要となっていること等にかんがみ、裁判の迅速化に関し、その趣旨、国の責

務その他の基本となる事項を定めることにより、第一審の訴訟手続をはじめとする裁判所における

手続全体の一層の迅速化を図り、もって国民の期待にこたえる司法制度の実現に資することを目的

とする。 

 

（裁判の迅速化） 

第二条 裁判の迅速化は、第一審の訴訟手続については二年以内のできるだけ短い期間内にこれを終

局させ、その他の裁判所における手続についてもそれぞれの手続に応じてできるだけ短い期間内に

これを終局させることを目標として、充実した手続を実施すること並びにこれを支える制度及び体

制の整備を図ることにより行われるものとする。 

２ 裁判の迅速化に係る前項の制度及び体制の整備は、訴訟手続その他の裁判所における手続の整備、

法曹人口の大幅な増加、裁判所及び検察庁の人的体制の充実、国民にとって利用しやすい弁護士の

体制の整備等により行われるものとする。 

３ 裁判の迅速化に当たっては、当事者の正当な権利利益が害されないよう、手続が公正かつ適正に

実施されることが確保されなければならない。 

 

（国の責務） 

第三条 国は、裁判の迅速化（前条に規定する裁判の迅速化をいう。以下同じ。）を推進するため必

要な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（法制上の措置等） 

第四条 政府は、前条の施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなけ

ればならない。 

 

（日本弁護士連合会の責務） 

第五条 日本弁護士連合会は、弁護士の使命及び職務の重要性にかんがみ、裁判の迅速化に関し、国

民による弁護士の利用を容易にするための弁護士の態勢の整備その他の弁護士の体制の整備に努め

るものとする。 

 

（裁判所の責務） 

第六条 受訴裁判所その他の裁判所における手続を実施する者は、充実した手続を実施することによ

り、可能な限り裁判の迅速化に係る第二条第一項の目標を実現するよう努めるものとする。 

 

（当事者等の責務） 

第七条 当事者、代理人、弁護人その他の裁判所における手続において手続上の行為を行う者（次項

において「当事者等」という。）は、可能な限り裁判の迅速化に係る第二条第一項の目標が実現で

きるよう、手続上の権利は、誠実にこれを行使しなければならない。 

２ 前項の規定は、当事者等の正当な権利の行使を妨げるものと解してはならない。 
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（最高裁判所による検証） 

第八条 最高裁判所は、裁判の迅速化を推進するため必要な事項を明らかにするため、裁判所におけ

る手続に要した期間の状況、その長期化の原因その他必要な事項についての調査及び分析を通じて、

裁判の迅速化に係る総合的、客観的かつ多角的な検証を行い、その結果を、二年ごとに、国民に明

らかにするため公表するものとする。 

２ 前項の検証の結果については、第三条の規定による国の施策の策定及び実施に当たって、適切な

活用が図られなければならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（最高裁判所による検証の結果の最初の公表） 

２ 第八条の規定による検証の結果の最初の公表は、この法律の施行の日から二年以内に行うものと

する。 

（検討） 

３ 政府は、この法律の施行後十年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

 

裁判の迅速化に係る検証に関する規則〔平成十五年最高裁判所規則第二十六号〕 

 

（検証の手続） 

第一条 最高裁判所が裁判の迅速化に関する法律（平成十五年法律第百七号）第八条第一項の規定に

よる裁判の迅速化に係る検証（以下「裁判の迅速化に係る検証」という。）を行うに当たっては、

裁判所における手続の状況についての検証の実施に関する事項について、最高裁判所事務総長が検

討会を開催して裁判官、検察官、弁護士及び学識経験のある者の意見を聴くものとする。 

 

第二条～第四条 （略） 
 



資料２

東京大学大学院経済学研究科教授 井　堀　利　宏

横浜地方裁判所判事 甲　斐　哲　彦

京都大学大学院法学研究科教授 酒　巻　　　匡

東京工業大学名誉教授（建築家） 仙　田　　　満

中央大学法科大学院教授 髙　橋　宏　志

弁護士（東京弁護士会） 中　尾　正　信

弁護士（第一東京弁護士会） 二　島　豊　太

株式会社テレビ朝日報道局ニュース情報センター外報部　課長 野　間　万友美

東京地方裁判所判事 細　田　啓　介

最高検察庁検事 水　野　美　鈴

一橋大学大学院法学研究科教授 山　本　和　彦

（五十音順）

裁判の迅速化に係る検証に関する検討会委員名簿

（平成２５年７月１日以降）



資料３

　最高裁では，平成15年に施行された迅速化法に基づき，法曹三者と有識者から構成される検討会
　を開催した上，裁判の迅速化に係る検証を実施
　裁判の長期化の原因その他の事項についての調査及び分析を通じて裁判の迅速化に係る
　総合的，客観的かつ多角的な検証を実施
　検証の結果を２年ごとに公表 → 平成25年７月に５回目の検証結果を公表

裁判の迅速化に係る検証の概要
～これまでの検証の経過と今後の検証方針～

これまでの検証の経過

○ 地裁第一審訴訟事件の審理期間の経年的推移等の状況について検証

第１回検証（平成１７年７月公表）

○ データ項目を追加し，手続の段階に即した統計データの分析，検討を実施
○ 審理の長期化に影響を及ぼす要因とその背景事情の初期的な考察を実施
　◆ 各地の裁判所において裁判官に対するヒアリング調査を実施

第２回検証（平成19年７月公表）

○ 民事・刑事・家事の各事件類型の統計データを幅広く取り上げて継続的に検証
○ 長期化要因を解消し裁判の一層の適正・充実・迅速化を推進するための具体的施策を提示
　◆ 運用面の施策と，運用を支える制度面の施策及び態勢面の施策を幅広く提示 ※別紙２参照

　　　・制度・運用面 → 民事訴訟事件一般に関する施策・個別の事件類型に関する施策
　　　・態勢面 → 裁判所に関する施策・弁護士に関する施策
　◆ 各種施策は，別途，関係機関における検討が必要となることを前提とした「たたき台」
　◆ 各地の裁判所及び法テラスにおいて実情調査を実施

第４回検証（平成23年７月公表）

○ 新たに家事事件を検討対象に加え，統計データを継続的検証
○ 長期化要因について踏み込んだ分析・検討を実施 ※別紙１参照

　◆ 民事訴訟事件一般に共通する長期化要因を分析・検討

　◆ 個別事件類型（医事・建築・労働・遺産）に特有の長期化要因を分析・検討
　◆ 各地の弁護士会において弁護士に対するヒアリング調査を実施

第３回検証（平成21年７月公表）

○ 統計データを幅広く取り上げて継続的に検証
○ 裁判の在り方に影響を与える裁判手続外の社会的要因を幅広く検討　※別紙３参照

　◆ 相談機関や裁判所等における実情調査や諸外国の実情調査を踏まえた実証的な検証を実施
　　　・ 法的紛争一般につき，潜在的紛争の存在とその顕在化要因について実証的に分析・検討
　　　・ ＡＤＲや保険制度に着目しつつ，社会全体での紛争解決の全般的状況を分析・検討
　　　・ 基盤整備法の趣旨を踏まえつつ，裁判所の果たすべき役割について検討・分析

○ 第３回，第４回検証と一体として，紛争全般を視野に入れた総合的・客観的・多角的検証を実施

第５回検証（平成25年７月公表）

今後の検証

　　　　　　　　　　　　○ 統計データの分析を中心とした検証の継続
　　　　　　　　　　　　○ これまでの検証のフォローアップ

① 主に争点整理の長期化に関連する要因　  ② 主に証拠収集に関連する要因
③ 専門的知見を要する事案に関連する要因　④ 裁判所，弁護士の執務態勢等に関連する要因



（別紙１）

【民事訴訟事件の長期化要因】

＜民事訴訟事件一般に共通する長期化要因＞

＜個別の事件類型に特有の長期化要因＞

主に争点整理の長期化に関連する要因

○　訴訟の準備段階における事情
　　　（①訴え提起前の調査，検討の困難性，②実質的な答弁の提出を遅らせる被告側特有の事情）

○　訴訟における当事者側の事情
　　　（①弁護士と依頼者との意思疎通等の困難性，②期日間の準備の短縮の困難性，③争点の絞り込みの困難性，
　　　 ④審理期間に影響を与える訴訟活動，⑤当事者の意識）

○　訴訟における裁判所側の事情
　　　（①争点整理への裁判官の関与の姿勢，②和解に関する裁判官と弁護士の認識の齟齬）

主に証拠収集に関連する要因

○　証拠の不足，不存在

○　証拠収集の困難性
　　　（①証拠の偏在，②個人情報保護を理由とする資料提供の拒否，
　　　 ③別手続で使用，作成された資料の利用上の制約）

専門的知見を要する事案
に特有の要因

○　主張及び証拠の量が多く
なるため争点整理に時間を要
する

○　紛争の社会的背景等につい
て主張，立証する必要があるた
め争点整理に時間を要する
○　主張及び証拠の量が多くなる
○　専門的知見を要する

○　専門的知見を踏まえた主
張の準備，争点整理に時間を
要する
○　証拠の分析等に時間を要
する

争点又は当事者多数
の事案

先端的で複雑困難な
問題を含む事案 専門的知見を要する事案

○　鑑定
　（①鑑定人確保の困難性，
　 ②鑑定作業自体の困難
　 性， ③鑑定や私的鑑定の
　 応酬及び鑑定評価を巡る
　 困難性）

裁判所及び弁護士の執務態勢等に関連する要因

○　裁判官等の不足
○　専門的知見の取得や法的調査のための態勢の不足
○　合議体による審理の活用不十分
○　法廷等の不足

○　弁護士へのアクセスの遅れ
○　弁護士の負担の過重さ

裁判所の執務態勢等 弁護士の執務態勢等

○　専門的知見の不足によ
る争点整理の長期化
○　証拠の偏在
○　鑑定の長期化
○　感情的対立

○　専門的知見の不足によ
る争点整理の長期化
○　争点多数
○　客観的証拠の不足
○　鑑定の長期化
○　感情的対立

○　専門的知見の不足によ
る審理の長期化
○　評価を伴う規範的要件
に関する争点（発明の新規
性等）
○　証拠の偏在
○　無効審判手続等の係属

○　争点に対する判断の質
的・量的困難性
○　原告多数
○　立証の困難性
○　当事者間の対立

医事関係訴訟 建築関係訴訟 知的財産権訴訟 労働関係訴訟
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○　法教育の浸透や国民への啓発活動の推進

その他

○　専門委員のより一層の活用（専
　門委員の機動的な任命・選任，専
　門委員による意見陳述等）
○　大規模庁の専門部を核とした専
　門訴訟に必要な知見やノウハウ等
  の研究，蓄積，利用
○　弁護士の研修等の充実
○　弁護士の専門認定制度の創設
○　適切な鑑定人の確保
○　ＡＤＲの活動の充実
○　ＡＤＲ機関の手続において作成
　された主張整理結果や証拠等を訴
　訟で活用できるような制度の導入

○　争点整理のステップの明確化
○　証拠収集方法の期限内提出制度の導入
○　集中的に口頭議論を行う期日の実現
○　その利用が有効な事件類型における計画審
　理の再検討
○　時系列表等の提出を求める制度の導入
○　準備書面の分量制限等を求める制度の導入
○　攻撃防御方法の提出期限遵守のための制
　裁（失権効等）の導入
○　紛争当事者のニーズや事件規模等に応じ
　た迅速手続の検討
○　本人訴訟への対応強化（弁護士強制制度
　の導入）
○　ADR機関の手続において作成された主張整
　理結果や証拠等を訴訟で活用できる制度の導入

争点整理関係

民事訴訟事件一般に共通する長期化要因に関する施策

○　提訴前の証拠収集処分の見
　直し
○　文書送付嘱託の応諾義務の
  明文化
○　当事者照会制度の見直し
○　文書提出義務の拡大
○　当事者が証拠を早期かつ自
　主的に開示する制度の導入
○　証言録取制度の導入
○　法廷侮辱に対する制裁の導入

証拠収集関係 専門的知見関係○　合議体による
　審理の積極的
　な活用
○　裁判所による
　行政庁等に対す
　る照会制度の創
　設

複雑困難事案等関係

個別の事件類型に特有の長期化要因に関する施策

医事関係訴訟

○　医療ＡＤＲの拡充
○　中立第三者機関による原因究明制度の確立
○　弁護士のサポート態勢の整備
○　鑑定人を推薦するネットワークの整備・拡充
○　裁判所における集中的処理の充実

建築関係訴訟

○　合意内容の書面化に向けた業界慣行の改善
○　司法と建築家団体との地域レベルでの連携強化
○　損害額等の算定基準の検討
○　専門家の関与のもと，早期に概括的判断を行っ
　て審理期間を短くする手続の検討
○　保険制度の拡大

労働関係訴訟

○　ADR機能の充実
○　労働審判事件に関する態勢整備
○　裁判所内の労働紛争解決手続における適切
  な手続選択の促進
○　使用者が保有する資料を労働者が入手しや
  すくする制度の創設

遺産分割事件

○　前提問題等が主張された場合に適切な解決
  を促進するための方策の検討
○　特別受益・寄与分に関する当事者の主張 ・
   証拠の提出の促進
○　参加意欲の乏しい当事者等が関与した手続
   の促進（調停に代わる審判の導入等）
○　遺産物件の確定及び評価を迅速に行う方
  策の推進
○　遺言等の普及の推進



弁護士に関する施策

裁判所及び弁護士の執務態勢等に関する施策

○　弁護士の活動領域の拡大
○　法テラスの一層の整備・
  充実
○　民事法律扶助や権利保護
  保険の拡充
○　弁護士に関する適切な情
  報開示
○　本人訴訟への対応強化
  （弁護士強制制度の導入）

○　弁護士の繁忙状況の解消

○　複雑な事件等についての
  弁護士のサポー ト態勢の
　整備

○　若手弁護士に対するＯＪＴ
  や研修の充実

大規模庁を始め，負担が増大し
ている庁において，継続的に相
応の裁判官の態勢を拡充

○　その他の裁判所職員
  の態勢整備

○　合議体による審理
　の積極的な活用

裁判長の単独事件の負担の
適正化と，そのために必要な
右陪席の態勢整備

○　物的態勢の整備

法廷等の整備・使い勝手の向
上，電話会議システムを含むＩＴ
環境の整備

裁判所に関する施策

弁護士へのアクセス

弁護士の執務態勢

○　裁判官の人的態勢の
  整備



（別紙３）

制度等の整備

社会内には多数の潜在的紛争が存在

　　　　法的紛争の顕在化・増加　　法的紛争の複雑化・多様化・先鋭化

【法的紛争一般の動向】

一般的なＡＤＲの受理件数は小
   （民事調停の存在感が大）

      専門性のある分野（医事・建築等）
      行政と関わりの強い分野

ＡＤＲの発展
保険の活用

　　 遺言　成年後見
     信託銀行等の相続関連業務

紛争が増加・先鋭化する中にあって
紛争解決は家裁中心（家事のＡＤＲ等は未発達）

社会全体での効果的な処理
　→　ＡＤＲや保険制度等に着目

民
事

利用増加
家
事

相次ぐ医療事故の発生

医事紛争 建築紛争 遺産紛争

更なる制度整備が望まれる
紛争の動向は予断を許さず

瑕疵保険

品確法・瑕疵担保履行

建築ＡＤＲ

建築業界の取組

医事紛争の増加等を背景に
ＡＤＲが発展

　欠陥住宅問題等の発生 高齢化等の進行

「紛争の増加への対応」と「通用力のある質の高い判断の提供」

運用改善等の努力や適切な基盤整備が必要

裁判所の役割

行政の取組

医療機関の取組

医療ＡＤＲ

保険・無過失補償

制度等の整備

諸外国の状況

展望等

保険の浸透を背景に
保険を通じた紛争処理

諸外国の状況

制度整備は始まったばかり
紛争の動向は予断を許さず

展望等

制度等の整備

福祉分野等での行政の取組

遺言等の活用

厳格な裁判手続を背景に
裁判外での合意の形成

諸外国の状況

遺言等の普及は途上
家事調停の一層の充実が必要

展望等

家裁が紛争解決の中核

裁判外の制度等の整備 裁判所と適切な役割分担

少子高齢化等の進行

家族観の多様化

社会の変容 意識等の変化

法的解決に対する意識の変化

法教育の進展

など など

弁護士へのアクセスの充実

法的アクセスの容易化

法曹人口の増加

相談機関の充実インターネットの普及
など

背景事情背景事情背景事情

【紛争類型別の検討】

【裁判外での紛争処理の全般的状況】

【まとめ】
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（注）１　審理期間とは，起訴から終局までの期間であり，公判準備期間を含む。　　　
      ２　実審理期間とは，第１回公判期日から終局までの期間であり，公判準備期間を含まない。実審理期間 ，第 回公判期日 ら終局ま 期間 あり，公判準備期間を含まな 。
          最長のものは９５日であり，最短のものは２日である。
　    ３　裁判員裁判の平均実審理期間の（　）は，日数の平均である。
      ４　裁判官裁判は，裁判員裁判対象罪名の事件のうち，有罪（一部無罪を含む。）及び無罪人員を基に算出した。
      ５　平成１７年に終局した裁判員裁判対象罪名の事件のうち，公判前整理手続に付されたものはない。
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